
 

資料１  

                               令和 7年 6月 24 日 

                               こども家庭支援課 

 

令和７年度 江東区こども食堂支援事業補助金について 

 

１ 補助基準額 

 ⑴ 標準型【基本事業】 (会食形式の開催)  年額４８万円(４万円×１２か月)  

 ⑵ 標準型【加算事業】 (配食・宅食の実施) 年額７２万円まで 

 ⑶ 連携強化型(会食形式＋配食・宅食)     年額２０６万円まで 

 ⑷ 新規開設・設備拡充経費         年額５０万円まで 

 ⑸ 運営指導経費（調理・衛生管理）     １回２７,５００円（年２回まで） 

 ⑹ 食品衛生責任者資格受講料        １２,０００円まで（年１回１人分） 

 

※(1)(2)標準型と(3)連携強化型は選択制となります。 

 

２ 補助事業のポイント・注意点 

 ⑴ 標準型【基本事業】の補助要件 

  ① 月１回以上、会食形式で開催すること。 

➡合理的な理由によりこども食堂を実施できない場合、理由書を区に提出すること。認

められた場合は、中止決定までに要した費用を補助対象とすることができる。 

  ② こども食堂が調理した食事を提供すること。 

  ③ 補助基準額４万円×開催月数が年間の補助対象額となる。年間の補助対象額の範囲内

であれば、１回あたりの経費が４万円を超えることも可能。 

   【（例）毎月食堂開催の場合】 

➡４月～９月⇒１月あたり２万円  １０月～３月⇒１月あたり６万円 

➡上記の場合２万円×６か月＋６万円×６か月＝４８万円のため、全額補助対象となる。 

 

 ⑵ 標準型【加算事業】の補助要件 

 ① 基本事業を行っていること（月１回以上、会食形式で開催）。 

  ② 加算事業(配食・宅食の実施)については、「月１回以上の開催」等の実施要件はない。

また、開催１回あたりの補助上限額もない。 

 

⑶ 連携強化型(会食形式＋配食・宅食)の補助要件 

  ① 週 1 回、会食形式又は配食・宅食で開催すること。 

➡ただし、少なくとも月に１回以上は、会食形式で開催すること。 

   【(例)１か月の内訳】 

➡１週目に会食形式で開催した場合、２週目以降は会食、配食・宅食形式に関わらず、

こども食堂を開催すること。 

  ② こども食堂と区との間で対面により定期的に（半月に１回程度以上）要支援家庭等の

情報共有を行うこと。 

➡８月・10 月・12 月・2 月に実施するフードドライブや 10 月開催の連絡会に参加し、

情報共有する（情報共有シートを提出する）こと。 
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※ 連携強化型については４月１日より【(3)連携強化型(会食形式+配食・宅食)】の①

の条件を満たしており、今後、②の条件も満たす場合、補助対象とする。 

 

⑷ 新規開設・設備拡充経費の補助要件 

① 新規食堂の開設や既存食堂の支援の拡充に必要となる設備整備等に要する経費が対象。 

② 対象は冷蔵庫やデリバリーカート等イニシャルコストとなるものです（毎年購入が認

められるものではありません）。食材費や消耗品費（ランニングコスト）は基本事業ま

たは加算事業に計上してください。食堂利用専用とならない場合はこども食堂活動時

間分を割り返した金額のみ補助対象となります（購入費全額ではないので按分する）。 

 

⑸ 運営指導経費の補助要件 

    調理方法や衛生管理等の指導の委託にかかる費用として、年２回を限度として、１回 

あたり２７，５００円を補助します。 

 

⑹ 食品衛生責任者資格受講料の補助要件 

    食品衛生責任者資格受講料として年１回１人分として、１２，０００円を補助します。 

    資格を有する人が既に食堂内にいる場合は、補助の対象外となります。 

 

⑺ その他留意点 

  ⒜ 補助を受ける場合、虐待予防・早期発見にかかる研修等を受けること（10 月の連絡

会で実施する研修又はこども家庭支援センター主催の研修にご参加ください）。 

  ⒝ 活動においては、こどもからの相談には積極的に応じ、虐待の可能性等、気になる利

用者がいたときは、こども家庭支援課や養育支援課、児童相談所等の関係機関に連絡

すること。また、利用者へ相談窓口について情報提供を行うこと。 

  ⒞ 民間の助成金を併せて申請する場合は、必ずこども家庭支援課に申請額や用途につい

て報告すること。なお、民間の助成金を受け取った領収書分は、区の補助金で二重申

請は行えません。 

 ⒟ 人件費やこども食堂の事務費などは対象外になる。 

  

上記⒜⒝については、こども達を見守り支援する機能を強化するという方針のためで

す。ご理解とご協力をお願いいたします。 

 

３ 交付申請について 

  申請を希望される場合は、意向確認書（別紙１）及びチェックリスト(別紙２)を、希望さ

れない場合は意向確認書（別紙１）を区にご提出ください。 

  〇提出期限：令和７年７月３日（木）  

※ 意向確認書で、補助申請を希望される場合は、後日申請書等をメールで送付します。 

※ 今年度の申請受付は令和７年７月 11 日（金）～31 日（木）を予定しています。 

 

【問合せ先】 

江東区こども未来部こども家庭支援課こども家庭係 

担当：加藤、赤間、山本、白井 

電 話：０３－３６４７－９２３０ 

ＦＡＸ：０３－３６４７－９１９６ 

E-Mail：syokudoushien@city.koto.lg.jp 
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〔参考〕 

 

江東区こども食堂支援事業補助金（令和７年度） 
１ 目的 
 江東区では、貧困対策のみならず、一人親家庭への対応、孤食の解消、虐待予防、こど

もの居場所づくり、互助・共助による地域の助け合いなど、こどもを見守る環境の整備を

図るため、こども食堂を実施し又は実施しようとする団体又は個人に対し、運営費の一部

を補助します。 
 
２ 補助対象者 
 補助対象者は、江東区内でこども食堂を運営する団体又は個人とし、次に掲げる要件を

全て満たすものです。 
（１）定款又は会則を備えていること。 
（２）補助金交付申請前までに江東区の保健所に食事の調理及び提供に関する事項の相談

を行い、必要に応じて各種届出を提出し、並びに指導及び助言を受けていること。 
（３）団体の構成員又は個人が食品衛生責任者の資格を有していること又は補助対象期間

内に資格取得を予定していること。 
（４）補助対象事業を実施するに当たり、継続的な実施ができる物的能力及び人的能力を

有していること。 

 
（５）政治活動及び宗教活動並びに利用者に対する営業活動及び勧誘行為を行わないこと。 
（６）営利目的の活動を行わないこと。ただし、こども食堂を実施する場所においてこど

も食堂を利用しない者に飲食の提供を行う場合は、この限りでない。 

（７）公序良俗に反する活動を行わないこと。 
（８）団体の構成員又は個人が、暴力団員等に該当しないこと。 

（９）区が開催する連絡会に出席すること。 

（10）虐待予防・早期発見にかかる研修等を受けること（10 月開催の連絡会で研修実施予

定、その他こども家庭支援センター主催の研修への参加でも可）。 

 

３ 補助対象事業 

 補助対象事業は、次に掲げる要件を全て満たすものです。 

（１）原則として、実施場所が固定されていること。 

（２）家庭の事情等により孤食の状況にあるこどもが主な利用者であること。 

（３）こどもの発達に十分な栄養があり、原則として団体の構成員又は個人が直接調理し

た食事を提供すること。 

（４）勉強、遊び体験等、食事の提供前後にこどもが安心して過ごせる環境を確保できる

こと。 

（５）原則として、こども及び保護者を合わせて１０名以上が参加できる規模であって、

１回当たり１０食以上を提供できること。 

（６）原則月1回以上で開催していること(※連携強化型は、週1回以上開催していること)。 

（７）１回当たりの開設時間が概ね２時間以上であること。 

（８）補助対象事業の実施中に現場に常に責任者を配置すること。 

（９）原則として、活動の補助等を行うスタッフを１名以上配置すること。 

（10）食物アレルギーの把握その他こどもへの安全対策がなされていること。 

（11）補助対象事業の実施中に発生した事故による損害を補償するための保険に加入して

いること。 
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〔参考〕 

 

 

４ スケジュール（予定） 

 ※すべての書類提出先は、区役所こども家庭支援課（３階１５番窓口）です。 

補助補助金意向確認（～令和７年７月３日(木)） こども食堂→区 

「意向確認書(別紙１)、チェックリスト(別紙２)」を提出。 
 

補助金交付申請（令和７年７月１１日～令和７年７月３１日（木） こども食堂→区 

「江東区こども食堂支援事業補助金交付申請書」と必要書類を提出。 
 

月次報告書提出（開催日翌月の 15 日まで） こども食堂→区 

 毎月の事業終了後、翌月 15 日までに月次報告書と領収書を整えて（15 日が土日祝日の

場合はその前日）提出。 

※３月分については、年度末報告書等もあるため、４/１０（予定）までに提出。 

 

【区から実績の確認依頼をし、該当する食堂のみ】 

補助金変更交付申請（令和８年１月下旬頃） こども食堂→区 

 当該年度の実績が交付決定額を大きく下回る場合などは、区へ多額な返還金の発生を

防ぐため、「江東区こども食堂支援事業補助金変更（中止・廃止）申請書」により、交

付申請額を変更する（前年度返還額が多い団体様は特に確認）。 

（例）実績額 30 万：当初申請額 100 万返還額 70 万→変更申請額 30 万（返還なし） 

 
 

補助金（変更）交付決定（令和８年２月中旬頃） 区→こども食堂 

  申請（変更）内容を審査し、「交付決定通知書・変更等承認通知書」を申請者あてに郵

送。 
 

補助金の請求（令和８年２月下旬頃） こども食堂→区 

  補助金交付のため、「請求書」を提出。（様式あり、別途通知） 
 

補助金の交付（令和８年３月中旬～４月上旬頃） 区→こども食堂 

 ※注意 交付額は概算払いのため、後日清算が必要。 

年間実績報告書の提出（令和８年３月下旬～４月中旬頃） こども食堂→区 

   ３月開催分が終了後に提出。様式は別途通知。 
 

補助額の確定及び精算（令和８年６月以降） 区→こども食堂 

  実績報告内容審査後、「確定通知書」により確定した補助金を、申請者あてに通知。補

助確定額が交付決定額を下回った場合、申請者は差額を返還し精算。 

 

 

 

6



〔参考〕 

 

５ 区に提出する書類 

⑴補助金交付申請時 

１．江東区こども食堂支援事業補助金交付申請書 

２．事業計画書※１ 

３．事業収支計画書※１ 

４．定款または会則※２ 

５．構成員名簿 

６．利用施設写真（内観・外観）※２ 

７．食品衛生責任者の資格を証明するものの写し※２ 

８．保健所への届出等の書類の写し※２ 

９．保険に加入していることがわかるものの写し（保険証券等） 

10．事業収支決算書（前年度運営事業者かつ補助金を申請しなかった場合） 

11．その他（個別に提出をお願いすることがあります） 

※１「基本事業」と「加算事業」の双方の申請をする場合は、それぞれ１部ずつ作成が

必要です。（新規開設・設備拡充費は基本事業の事業計画書にて合わせてご申請くだ

さい。） 

※２前年度補助金申請を行っている場合で、変更がない場合は省略可とします。 

 

⑵月次報告書（毎月１５日までに提出） 

 １．月次報告書 

 ２．領収書（写し） 

 ※食堂を開催できない月があった場合には、「理由書」の提出。（様式自由） 

 ※「領収書」は、可能な限り個人購入分や別事業の購入分と分けて、こども食堂分とし

て原則宛先として「こども食堂名」として発行をお願いします。 

※購入物品の名称が分からない領収書（金額のみのもの、名称を略したもの）について

は、購入したものが分かるよう、メモなどで内容の補足をお願いします。 

 ※こども食堂以外の事業と金額が合算された支出については、他事業との対象人数比や

運営時間比により、金額を按分することがあります（光熱水費、会場使用料、保険料

など）。 

 ※こども食堂の事業運営に適合しないと認められる内容は、補助金の対象外となります

ので、判断に迷う場合は、購入前などに必ず事前にご相談ください。 

 

⑶年間実績報告（年度終了後に提出） 

 １．江東区こども食堂支援事業補助金実績報告書 

 ２．事業報告書 

 ３．事業決算書 

 ４．補助対象経費の支出を証明する書類 

 ５．その他（個別に提出をお願いすることがあります） 

 ※年度内の最終事業終了後 30 日以内に提出が必要です。 
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